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「ふじのくに協働の推進に向けた基本指針」に基づく施策の進捗状況について 

 

１ ＮＰＯ法人数の状況 

  H27年度末 H30年度末 R1.6.30現在 

全国 50,870 51,610 51,525 

 うち認定・特例認定ＮＰＯ法人 968 1,064 1,108 

静岡県 1,258 1,265 1,266 

 うち認定・特例認定ＮＰＯ法人 19 28 28 
出典：内閣府「特定非営利活動法人の認証数等」 

 

（参考１）ＮＰＯ法人数の推移 

 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 

静岡県 40 110 180 267 368 466 572 673 779 871

全国 1,724 3,800 6,596 10,644 16,610 21,680 26,395 31,116 34,371 37,198
 

 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

静岡県 925 988 1,061 1,149 1,197 1,250 1,258 1,266 1,281 1,265

全国 39,734 42,387 45,140 47,542 48,854 50,094 50,870 51,526 51,874 51,610
 

出典：内閣府「特定非営利活動法人の認証数等」 
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（参考２）その他の法人格の状況 

H28.2.8現在 R1.7.26現在 法人格の種類 

全国 静岡県 全国 静岡県

一般（社団、財団）法人及び公益（社団、財団）法人 51,483 1,013 59,336 1,223

 うち一般（社団、財団）法人 42,083 825 46,135 980

   うち公益（社団、財団）法人 9,400 188 13,201 243
出典：国税庁「法人番号公表サイト」 

 

資料１ 
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２ ふじのくにＮＰＯ活動センター（ＦＮＣ）の業務実施状況 

 （１）平成30年度実績 

業務区分 実績（総合拠点・東部拠点合計） 

情報センター機能 

・地域の課題に取り組むＮＰＯ調査：15件（総合10、東部５） 

・協働先進事例調査：15件（総合10、東部５） 

・ＮＰＯ、協働等に関する情報発信：607件（総合345、東部262） 

・高校生ボランティアアワード：応募15件 

・ＮＰＯ・社会貢献出前講座：実績なし 

人材育成機能 

・中間支援スタッフ集合研修：以下の４テーマで実施 

①ＮＰＯ事業評価(32名参加) 

②地縁型組織・団体への支援（30名参加） 

③ＮＰＯの労務（34名参加） 

④協働のコーディネート（24名参加） 

・市町センターＯＪＴ研修：19市町のセンターを対象に実施 

・中間支援スッタッフ交流会：３回（延べ37名参加） 

・相談事例集の増補改訂を行い、市町センター等に提供 

市町補完機能 

・セミナー、出張相談会等の開催： 

中部地域 ３回（10名参加） 西部地域 ３回（47名参加） 

東部地域 １回（18名参加） 伊豆地域  10回（84名参加） 

・認定取得支援 

 ＮＰＯ向け認定講座：１回（19名参加） 

コンサルティング：18団体 実施中(総合14、東部４) 

・伊豆地域の市民活動を考えるワークショップ： 

２会場×２回（延べ85名参加） 

 

（２）令和元年度の重点事業 

①社会貢献活動体験プログラム【新規】（ＦＮＣ、東部ＦＮＣ） 

目 的 
ＮＰＯが行う社会貢献活動に対する県民の理解・関心を高め、将来の活動の担い手

や協働のパートナーとしてＮＰＯに参加するきっかけづくりを行う 

対 象 
学生（中・高・大学生）、社会人、退職者等 

※主にこれまでボランティアなどの社会貢献活動の経験のない層を想定 

内 容 

a 基礎講習会（ガイダンス）：社会貢献活動やＮＰＯの基礎知識の講義、体験でき

るボランティアの内容（体験メニュー）の紹介など 

b 活動体験：福祉、環境保全、まちづくり、子育支援など様々なＮＰＯの活動現場

でのボランティア体験 

実 施 状 況 
基礎講習会（ガイダンス）：４会場 40人参加 

活動体験：８月～11月順次実施中 ８月28日現在延べ108人参加申込 

 

②伊豆地域のネットワークづくり【新規】（東部ＦＮＣ） 

目 的 
伊豆地域のＮＰＯ等市民活動関係者間のネットワーク化により、団体間の交流・情

報交換、マッチング等の支援ニーズに対応する 

対 象 
伊豆地域の市民活動関係者（ＮＰＯ法人、その他法人、任意団体、市町市民活動担

当課、地域おこし協力隊など） 

内 容 
・交流会、活動発表会、セミナー等の開催 

・ＳＮＳを活用した情報の収集・発信 など 

ス ケ ジ ュ ー ル 
キックオフイベント：９月25日 

地区別交流会、ＳＮＳ活用等：９月以降順次 
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３ 施策の進捗管理指標の状況 

(1) 成果指標 

ア ＮＰＯ法人の年間総事業費 

対象年度 
H25年度 

(指針策定時) 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

 

R2年度 

(目標) 

総事業費 

(百万円) 
19,754 21,161 21,173 21,410 22,725 22,000 

出典：県民生活課「ＮＰＯ法人事業報告書集計結果」 

 

イ 認定・特例認定ＮＰＯ法人数 

対象年度 
H26年度末 

（指針策定時） 

H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末 

 

R2年度末 

（目標） 

法人数 13 19 23 25 28 40 

出典：内閣府「認定・特例認定法人数等」 

 

(2) 補足指標 

ア ＮＰＯの組織運営基盤の強化関係 

「年間収入額20,000千円以上のＮＰＯ法人数」 

対象年度 
H25年度 

(指針策定時) 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

 

R2年度 

(目標) 

法人数 242 260 267 253 274 300 

出典：県民生活課「ＮＰＯ法人事業報告書集計結果」 

 

イ 多様な主体のマッチングの促進関係 

「社会的課題の解決のため、行政、企業等と協働事業を行ったことのあるＮＰＯ法人の割合」 

調査年度 
H26年度 

（指針策定時） 

H28年度 H30年度 

 

R2年度 

(目標) 

ＮＰＯ法

人の割合 
44.9% 53.2% 69.6% 55% 

出典：県民生活課「ＮＰＯ法人実態調査」、「ＮＰＯ法人の協働事業の実施状況等に関する調査」 

 

ウ 協働への参加・支援のすそ野の拡大関係 

「ＮＰＯ法人の収入に占める寄附金額の割合」 

対象年度 
H25年度 

(指針策定時) 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

 

R2年度 

(目標) 

寄附金額

の割合 
1.8% 2.5% 2.1% 2.0% 1.9% 2.5% 

出典：県民生活課「ＮＰＯ法人事業報告書集計結果」 

 

 

 


